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LETTER 　2021年11月号のニュースレターをお届けします。

　掲載内容に関してご不明な点等があれば、当事務所

までお問い合わせください。

サリーレグループ
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◆令和8年中の従業員等への金銭の貸付利率は「年1.3％」
◆安心安全 国がつくった 小規模企業共済
◆身代金要求ウィルス ランサムウェア被害過去最多
◆飲食料品に係る2年間の消費税率引下げについて
◆ぐんま賃上げ促進支援金
◆令和8年度ぐんま賃上げ促進支援金について
◆54円～65円の引上げとなる 今年度の最低賃金改定
◆研修・教育訓練を実施するときの労働時間の考え方
◆M&A譲渡し情報
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警察庁は１０日、企業などのデータを暗号化する身代金要求型ウイルス「ランサムウェア」の今年上半

期（１～６月）の被害が１２３件で、過去最多だったと発表した。期間中に同庁が検知したサイバー攻

撃の予兆とされる不審な通信は前年同期比の５割増で、今後も被害が相次ぐ恐れがある。 

 警察庁によると、今年上半期の被害は前年同期比７件増で、半期ごとに統計を取り始めた２０２０年

以降で最多だった。 

 内訳は中小企業が約６割の７９件で、大企業は３１件に上った。業種別では「製造業」が３７件、

「卸売・小売業」が１５件、「情報通信業」や「医療・福祉」などは各９件で、幅広い業種が狙われて

いた。 

 被害企業へのアンケート調査では復旧に１０００万円以上を要したケースが６割を占めた。「１億円

以上」という回答も含まれていたほか、復旧までに１か月以上かかる企業も目立った。 

 今年上半期には、サイバー空間で、企業のＶＰＮ（仮想プライベートネットワーク）機器などの弱点

を探索する動きも活発化した。同庁が設置したセンサーが検知した不審な通信は１日当たり１万３６８

７件で、前年同期から約４６００件増えた。 

 通信元を国別で分析した結果、米国が最多で、オランダ、ブルガリア、英国などと続いた。犯罪組織

は国内外で企業などのシステムの弱点を探して不正に侵入し、ランサムウェアなどのサイバー攻撃を仕

掛けているとみられる。 

 ランサムウェアの被害を巡っては今年２月、川崎市の病院から１万人以上の患者の個人情報が流出し

たことが判明。東京都も３月、都の調査研究事業の再委託を受けていた民間の調査会社で、一部のファ

イルが暗号化される被害が確認されたことを明らかにした。 

 その後も被害は続き、ロシア系とみられるハッカー集団「ＲａｎｓｏｍＨｏｕｓｅ」は７月、冷凍食

品大手のニチレイにサイバー攻撃したとする犯行声明を公表した。同社のシステム障害により取引先で

納品の遅れが生じるなど深刻な影響が出た。 

 同庁では被害防止に向けて、ソフト

ウェアを更新するなどのセキュリティ

ー対策を呼びかけている。インターネ

ットや社内システムと切り離した「オ

フラインバックアップ」の取得や、サ

イバー攻撃を想定した業務継続計画

（ＢＣＰ）の策定なども効果的とい

う。 
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９ 令和8年度ぐんま賃上げ促進支援金について

年度 ①対象期間 ②申請受付数 ③申請金額
④予算額

（R7は実績額）
⑤執行率
（③/④）

R8 6/15～8/14の2ヶ月 1,725件 431,020千円 1,320,000千円 32.7%

R7 7/14～9/12の約2ヶ月 1,034件 307,000千円 1,004,770千円 30.5%

【6月15日（申請開始）～8月14日の申請額】 約4.3億円（予算執行率32.7％）

〇昨年度と比較し、申請開始当初の伸びは劣るが、その後は継続的に申請があり、申請受付数・
金額とも昨年度を上回るペースで推移。
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最低賃金の種類と改定時期
　賃金額は本来、労使で自由に決めることがで
きるものですが、「最低賃金」として企業が従業
員に最低限支払うべき額が定められています。
　この最低賃金には、都道府県ごとに定められ
た「地域別最低賃金」と、特定の産業に従事す
る労働者を対象に定められた「特定（産業別）
最低賃金」の2 種類があります。2025年度の
「地域別最低賃金」は、2026年3月31日発効
とする県もありましたが、2026年度は、一番遅
くなる県でも2026年12月2日発効予定で、全
都道府県で年内に改定される見込みです。

2026年度の地域別最低賃金
　厚生労働省は地域別最低賃金額の改定の
目安額を都道府県ごとにＡ～Ｃランクに分けて
示しています。
　2026年度に示された目安額はＡランク54
円、Ｂ・Ｃランク56円とされていましたが、都道
府県労働局での審議の結果、目安額と同じ金額
になったのが14都道府県、上回ったのが33府
県となりました。なお、地域別最低賃金額と発
効日は官報に公示されて正式な決定となります。

10月号 / 2026最低賃金情報　 ROUMU INFOR M ATION

54円～65円の引上げとなる
今年度の最低賃金改定

都道府県
最低賃金時間額

目安 引上額 発効年月日
改定前 改定後

北海道  1,075  1,131 B 56 2026年10月1日
青　森  1,029  1,090 C 61 2026年10月29日
岩　手  1,031  1,090 C 59 2026年12月1日
宮　城  1,038  1,098 B 60 2026年10月1日
秋　田  1,031  1,090 C 59 2026年10月14日
山　形  1,032  1,092 C 60 2026年10月30日
福　島  1,033  1,094 B 61 2026年10月16日
茨　城  1,074  1,136 B 62 2026年10月18日
栃　木  1,068  1,125 B 57 2026年10月1日
群　馬  1,063  1,120 B 57 2026年10月3日
埼　玉  1,141  1,196 A 55 2026年10月1日
千　葉  1,140  1,195 A 55 2026年10月1日
東　京  1,226  1,280 A 54 2026年10月1日
神奈川  1,225  1,279 A 54 2026年10月1日
新　潟  1,050  1,108 B 58 2026年10月1日
富　山  1,062  1,119 B 57 2026年10月1日
石　川  1,054  1,113 B 59 2026年10月3日
福　井  1,053  1,112 B 59 2026年10月4日
山　梨  1,052  1,113 B 61 2026年11月1日
長　野  1,061  1,117 B 56 2026年10月2日
岐　阜  1,065  1,121 B 56 2026年10月1日
静　岡  1,097  1,154 B 57 2026年10月15日
愛　知  1,140  1,195 A 55 2026年10月1日
三　重  1,087  1,143 B 56 2026年10月1日

都道府県
最低賃金時間額

目安 引上額 発効年月日
改定前 改定後

滋　賀  1,080  1,136 B 56 2026年10月3日
京　都  1,122  1,180 B 58 2026年11月16日
大　阪  1,177  1,231 A 54 2026年10月1日
兵　庫  1,116  1,172 B 56 2026年10月1日
奈　良  1,051  1,107 B 56 2026年10月4日
和歌山  1,045  1,101 B 56 2026年10月3日
鳥　取  1,030  1,090 C 60 2026年10月3日
島　根  1,033  1,092 B 59 2026年10月10日
岡　山  1,047  1,104 B 57 2026年10月2日
広　島  1,085  1,141 B 56 2026年10月11日
山　口  1,043  1,101 B 58 2026年10月8日
徳　島  1,046  1,103 B 57 2026年11月1日
香　川  1,036  1,092 B 56 2026年10月1日
愛　媛  1,033  1,093 B 60 2026年11月1日
高　知  1,023  1,086 C 63 2026年10月29日
福　岡  1,057  1,114 B 57 2026年10月4日
佐　賀  1,030  1,095 C 65 2026年11月15日
長　崎  1,031  1,087 C 56 2026年11月2日
熊　本  1,034  1,092 C 58 2026年12月1日
大　分  1,035  1,096 C 61 2026年11月1日
宮　崎  1,023  1,085 C 62 2026年10月24日
鹿児島  1,026  1,090 C 64 2026年10月25日
沖　縄  1,023  1,086 C 63 2026年12月2日

表　2026年度の地域別最低賃金 （単位：円）

※2026年9月4日時点の答申状況です。

社会保険労務士法人ローム
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9月号 / 2026労働基準法情報  　会話で学ぶ人事労務管理の勘所

研修・教育訓練を実施するときの
労働時間の考え方
このコーナーでは、人事労務管理で問題になるポイントを、
社労士とその顧問先の総務部長との会話形式で分かりやすくお伝えします。

総務部長

当社では、仕事に役立つ資格を取得することを推奨しています。先日、資格取得を目指す
従業員から、すでに資格を取得した従業員を講師として、仕事が終わった後に会社で研
修会を開きたいと申出がありました。

なるほど。資格を取得している先輩からの学びは役に立ちそうですね。

はい。自主的なもので、会社としても支援したいと思っています。ただ、会社に残り、会社の
施設で研修会を行うことにより労働時間として判断されないかを心配しています。

今回のケースでは、会社が従業員に対し研修会の参加を必須とせず、従業員が自らの意
思で研修会に参加するのであれば、労働時間に該当しないと考えてよいでしょう。

そうですね。特に、会社での研修会となると、終わらなかった仕事が気になって研修会後
に仕事をしたり、他の従業員から仕事の話を持ち掛けられて、実際には仕事の相談に対
応せざるを得なかったとなったりすることもあると思います。そのため、研修会に集中で
きる環境の整備も必要になりそうです。研修会の終了後にタイムカードを打刻するとき
には、終業時刻とタイムカードの打刻時間に乖離が生じるので、研修会に参加していた
旨の記録を残しておく方がよいでしょう。

① 労働時間とは、会社の指揮命令下に置かれている時間のことをいい、会社の明示または
黙示の指示により労働者が業務に従事する時間は、労働時間に該当する。

② 研修・教育訓練について、業務上義務付けられていない自由参加のものであり、実態も
適切な運用がされていれば、その研修・教育訓練の時間は、労働時間に該当しない。

なるほど、会社が指示していないことは重要なポイントになるのですね。その他の注意点
はあるのでしょうか。

例えば、会社としては研修会を「自由参加」としていても、参加しないと業務に支障が生
じたり、不参加の場合に人事評価に影響するなどの場合には、参加が事実上強制されて
いることとなり、労働時間に該当すると判断される可能性が高くなります。

今回は、そのようなことはないと思いますが、研修会を運用する際には注意が必要ですね。

承知しました。一度、社長に相談して研修会の運用を決めることにします。

社労士

ONE 
POINT

社会保険労務士法人ローム
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業種 所在地 売上高 譲渡希望額

訪問看護／居宅介護支援 関東地方 6,500万円 応相談

建築設計業 関東地方 1億円程度 応相談(s)

精密板金加工 関東地方 1～3億円 応相談(s)

ビルメンテナンス 関東地方 1～5億円 応相談(s)

情報サービス業 関東地方 1～3億円 応相談(s)

内装工事業 関東地方 1～5億円 応相談(s)

足場仮設工事 関東地方 5～10億円 応相談

M ＆ A 譲 渡 し 情 報    

お問い合わせ先 ㈱北関東M＆Aサポート ☎ 027-260-8630
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